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Ａ．研究目的

 令和2年1月より国内初感染事例が発生し、そ

の後、全国的に流行した新型コロナウイルス感染

症（以下、 ）は、令和5年5月8日に

5 類感染症へ移行するまで2 類感染症相当の対応

がなされ、この間、感染拡大により保健所業務は

逼迫し、保健所体制の維持強化が求められた。都

道府県や保健所設置自治体の中には、全所・全庁

体制を敷き、外部委託や外部人材の投入、関係機

関との連携により、保健所機能の維持強化を図っ

た例もあった。一方で、感染症発生への備えに関

する保健所の課題として、 の発生以前

から、保健所長が役割を発揮できる体制整備、マ

ニュアルの定期確認、衛生監視員との協働、保健

所職員への研修やマンパワーの確保等が挙げら

れている 1)。これまでの新興感染症等への対応経

研究要旨： 

本研究は、本研究班が令和 年度に実施した「非常時における保健所長の役割やリーダーシップ及

びサポート体制に関する調査 」（対象は全国の保健所長）及び「新型コロナウイルス感染症への対応経

験から見直した保健所体制等に関する調査」（対象は全国の保健所において管理的立場にあり、当該保

健所の 対応の全体像を把握している保健師）の結果に基づき、保健所における新興感染症

等の感染症による健康危機への対応体制及び感染症対応職員の役割を整理することであった。

具体的には、以下のことを整理した。

１．新興感染症等感染症による健康危機発生時に必要となる役割機能

２．新興感染症等感染症による健康危機発生時の感染症対応職員の役割

・新興感染症等感染症による健康危機発生時に保健所の総合的なマネジメントを担う統括保健師等

や管理的立場にある職員が担う保健所体制マネジメント・指揮に関わる保健所長のサポート役割

・職員別新興感染症等感染症による健康危機発生時に担うことが期待される、または依頼される可能

性のある役割・業務

・保健所における管理的立場にある職員が新興感染症等感染症による健康危機発生時に担うことが

期待される、または依頼される可能性のある役割・業務

・新興感染症等感染症による健康危機発生時の保健所における投入人材による感染症対応業務

・保健所における健康危機管理体制確保のための総合的なマネジメントを担う保健師等が中心とな

って平時から行う関係機関等との連携体制づくり

・事務系職員に期待される情報管理の体制づくり

・リスクコミュニケーションに関わる保健所職員の平時における役割
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験も踏まえ、平時からの取組により、今後に備え

ていく必要がある。 

への対応においては、保健所全所・

全庁体制、さらに管内市町村職員の協力を得る必

要性も生じ、その中には保健師以外の技術系・事

務系職員も多数含まれた。このような事態では多

くの人員が必要となる。新興感染症等の拡大を想

定し、保健所における対応体制及び感染症に対応

する職員の役割を整理しておくことは重要であ

る。 

 本研究の目的は、本研究班が昨年度実施した調

査結果 2,3)に基づき、保健所における新興感染症等

の感染症による健康危機への対応体制及び感染

症対応職員の役割を整理することである。 

 

Ｂ．研究方法 

 令和 4 年度に本研究班が実施した調査 2,3)の結

果に基づき、保健所における新興感染症等の感染

症による健康危機への対応体制及び感染症対応

職員の役割を整理した。対象とした調査結果は以

下のとおりである。 

１．「非常時における保健所長の役割やリーダー 

シップ及びサポート体制に関する調査 2) 」の 

結果 

 全国の保健所長（令和4年4月1日現在 保健

所本所468 か所）を対象に、令和 4年 9月 12日

～同年 10 月 24 日に実施した。有効回収数（率）

は40.8％であった。 

 対象とした調査結果は、 

・保健所長が対応した業務・役割の第7波時の役

割分担・委譲・委託・中止の主な渡し先 

・（保健所長の）気持ちの支えとなったサポートや

出来事 

・（保健所長が）必要であった/あるとよかったサ

ポート 

・ 対策における保健所長のリーダーシ

ップ発揮や役割遂行上の課題 

・ 対応を踏まえた平時に備えておくべ

きこと 

・保健所長が非常時に担うべき役割遂行のための

体制に対する意見 

 

２．「新型コロナウイルス感染症への対応経験か 

ら見直した保健所体制等に関する調査 3)」の結 

果 

 全国の保健所において管理的立場にあり、当該

保健所の 対応の全体像を把握してい

る保健師（令和 4 年 4 月 1 日現在 保健所本所

468か所）を対象に、令和5年2月27日～同年3

月 20 日に実施した。有効回収数（率）は 34.4％

であった。 

 対象とした調査結果は、 

・第 7 波～第 8 波の 対応における指

揮命令系統に関わる体制：①保健所長をサポート

するための人員の配置または役割の付与等②保

健所長のサポート内容③保健所長をサポートす

るための人員への権限の付与 

・第 7 波～第 8 波の 対応のための業

務体制 

・第 7 波～第 8 波における 対応のた

めの投入人材：①保健所内の投入人材②保健所外

（庁内）の投入人材③市町村の投入人材 

・第7波～第8波における受援担当（投入人材に

関する担当） 

・第7波～第8波における保健所の 対

策に関わる広報活動の担当（ホームページやチラ

シの作成、その他） 

・第 7 波～第 8 波における 対応に関

わる情報集約と共有（主に本庁との）の担当 

・第 7 波～第 8 波における 対応に関

わる保健所の調整活動：①入院調整②宿泊療養調

整③自宅療養者の受診調整④①～③以外の管内

医療機関や医師会との調整⑤高齢者施設や障害

者施設との調整⑥市町村との調整 

・第 7 波～第 8 波における保健所職員の労務管

理・健康管理：①労務管理②健康管理③第7波～

第8波における保健所職員の休憩時間（食事を含

む）および休日の確保 

・第7波～第8波における住民等からの意見・苦

情への対応 

・第 7 波～第 8 波における 対応に関

わる予算・物品管理 

・ 対応経験の振り返りに基づく保健所

体制の課題 

 

Ｃ．研究結果 

１．保健所における新興感染症等感染症による健 

康危機への対応体制の整理 

新興感染症等感染症による健康危機発生時の

体制は、当該保健所の平時の組織体制や規模（職
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員数等）によって、様々に考えられる。そのため、

昨 年 度 の 調 査 結 果 、 Incident Command 

System(ICS)4)や保健所における健康危機対処計

画（感染症編）策定ガイドライン 5)を参考に、必

要になる可能性のある役割機能（担当）について

整理することとした。 

 

２．感染症対応職員の役割の整理 

 感染症対応職員の役割は、保健所体制マネジメ

ント・指揮、感染症対応業務、投入人材による感

染症対応業務、関係機関等との連携、情報管理、

リスクコミュニケーションの6項目に分けて整理

することとした。 

１） 保健所体制マネジメント・指揮 

 保健所長は新興感染症等感染症による健康危

機発生時には現場指揮者として、保健所の健康危

機対応の遂行に責任をもつ立場にある。しかし、

感染拡大に伴い、保健所長だけで全てを網羅する

ことは難しくなる。よって、保健所の総合的なマ

ネジメントを担う統括保健師等や管理的立場に

ある職員は保健所体制マネジメント・指揮や感染

症対応業務に関わる判断・指揮等について、保健

所長のサポート役割を担う。 

 昨年度の調査結果等から、保健所長をサポート

するための業務内容として、保健所体制の構築、

感染症対応業務に関わる判断・指揮、受援（人的

資源の投入）マネジメント、会議の招集・記録、

対策本部（本庁）との連絡調整、市町村や関係機

関との連絡調整・相談対応、現場職員の労務管理・

健康管理・安全管理、予算・物品管理等が挙げら

れる。 

２） 感染症対応業務 

新興感染症等感染症による健康危機発生によ

り、保健所業務が増大した場合には、保健所機能

を維持するために保健所全所体制や全庁体制を

構築し、対応することが求められる。また、外部

人材が投入されることもある。このような状況を

踏まえ、また昨年度の調査結果に基づき、保健所

における感染症対応業務については、感染症担当

技術系職員、感染症担当事務系職員、感染症担当

でない技術系職員・庁内技術系職員、感染症担当

でない事務系職員・庁内事務系職員に分けて、新

興感染症等による健康危機発生時に担うことが

期待される、または依頼される可能性のある役

割・業務について整理することとした。また、保

健所における管理的立場にある職員の役割・業務

についても整理することとした。さらに、新興感

染症等による健康危機発生に備えて平時に必要

となることも含むこととした。 

３） 投入人材による感染症対応業務 

 新興感染症等による健康危機発生時の、保健所

への投入人材については、昨年度の調査結果に基

づき、保健師、それ以外の技術系職員、事務系職

員に分けて、担うことが期待される感染症対応業

務や役割を整理することとした。 

４） 関係機関等との連携 

 新興感染症等感染症による健康危機発生時に

おいて、保健所機能を維持するためには、保健所

への過度な業務集中と業務増大が生じないよう

にする必要がある。そのためには、医療機関等の

関係機関や市町村との連携や役割分担が重要で

あり、昨年度の調査結果に基づき、平時からの検

討を含め、保健所における健康危機管理体制確保

のための総合的なマネジメントを担う保健師等

が中心となって担う役割として整理することと

した。 

５） 情報管理 

 新興感染症等の健康危機管理において情報管

理は、健康危機によるリスクの把握、リスクの分

析、それに基づく対策の樹立と実施、評価のため

に重要である。しかし、新興感染症等の場合、感

染者の増大に伴い、情報管理の業務は膨大になる。

情報管理に関する業務は保健所内の事務系職員

に期待される役割として、また、庁内の事務系職

員にも期待される可能性がある役割として整理

することとした。 

６） リスクコミュニケーション 

 リスクコミュニケーションを実施するために

は、リスクの把握、リスクに関する情報の発信、

そして双方向的なコミュニケーションの機会を

つくることが必要となる。また、その目的には、

今何が起こっているのか、リスクは何か、リスク

を回避するためにどのような行動や対策を取る

必要があるかを説明し、理解を得ることがある。

さらに、時間が経つにつれ、（住民の）命と健康を

守りながら（住民が）生活を送るためにどのよう

な行動や対策を取るべきか、またどのような工夫

ができるかといった人々の意思決定支援とエン

パワメントという目的もある。 

リスクコミュニケーションにおいては、情報の
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発信や情報・意見等のやり取りのための径路（コ

ミュニケーションチャンネル）が重要である 6)。

平時の活動をとおして、新興感染症等の健康危機

発生時にコミュニケーションチャンネルとして

活かすことのできる様々なネットワークを持っ

ている保健所職員の役割として整理することと

した。

Ｄ．考察

１．保健所における新興感染症等感染症による健

 康危機への対応体制

結果に基づき検討した、新興感染症等感染症に

よる健康危機発生時に必要となる役割機能を表

１に示す。表 に示した役割機能（担当）は、必

須のものではなく、感染症の規模・状況によって、

現場指揮者である保健所長だけでは全てを網羅

することが難しくなってきたり、感染症担当職員

だけでは対応が困難となり、全所体制・全庁体制

あるいは外部人材が投入されたりした場合等に、

必要に応じて設置し、また拡大したり縮小したり

する 。

表  新興感染症等感染症による健康危機発生時に必要となる役割機能

○実務活動担当（受援マネジメント業務を含む）

実務活動担当は、疫学調査、健康観察や電話相談等の感染症対応のための実務を担当する。感染症対応

のための実務は感染症のまん延とともに増大するため、人的資源の投入、つまり受援によって対応するこ

とが想定される。よって、投入された人的資源の配置や依頼業務の検討、オリエンテーションや研修・相

談対応等の受援マネジメント業務も担当する。

○計画情報担当

 計画情報担当は、感染症対策の企画立案とそのために必要な情報収集・情報整理、対策に必要な他機関

との連絡調整、本庁（対策本部）への報告や対応経過の記録等を担当する。

○調達（ロジスティクス）担当（受援関連調達マネジメント業務を含む）

 調達（ロジスティクス）担当は、感染症業務の対応人員の確保、受援対応を含めた執務スペースおよび

・電話等の業務に必要な物品の確保や感染症対応職員の食事の手配等を担当する。

○事務局担当（労務管理を含む）

事務局担当は、会議等の招集・準備、会議等の議事録の作成、記録の整理や予算の調整等を担当する。ま

た、管理職を補佐して労務管理を担当する。

○広報担当

広報担当は、広報・取材対応と本庁（対策本部）との連絡・調整、取材への対応と記録やホームページ等

での情報発信またはそのための原稿作成等を担当する。

○安全衛生担当

安全衛生担当は、労務管理や健康管理等、職員および投入された人的資源の安全衛生管理を担当する。

○連絡窓口担当

連絡窓口担当は、関係機関等との連絡窓口を担当する。

○その他（苦情対応等）

苦情対応等、その他、保健所機能を維持・強化するために必要な役割機能（担当）があれば設置する。
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２．新興感染症等感染症による健康危機発生時の

 感染症対応職員の役割

１）新興感染症等感染症による健康危機発生時に

 保健所の総合的なマネジメントを担う統括保

健師等や管理的立場にある職員が担う保健所

体制マネジメント・指揮に関わる保健所長のサ

ポート役割

結果に基づき検討した、新興感染症等感染症に

よる健康危機発生時に保健所の総合的なマネジ

メントを担う統括保健師等や管理的立場にある

職員が保健所体制マネジメント・指揮や感染症対

応業務に関わる判断・指揮等について、保健所長

のサポート役割を担う際の留意点及び保健所長

をサポートするための業務例を表 に示す。

表  新興感染症等感染症による健康危機発生時に保健所長のサポート役割を担う際の留意点及び

保健所長をサポートするための業務例

【保健所長のサポート役割を担う際の留意点】

○保健所長のサポート役割を担う者について、誰が、どのような役割をもつのか、権限が委譲される場合

 にはその権限について、指揮命令系統を含めて明確にし、保健所内の合意や周知を図る

○保健所長不在時における保健所長の職務について、サポート役割を担う者が担えることと、それ以外の

こと、そして、後者についてはその対応方法を明確にしておく（特に保健所長が兼務等の場合）

○保健所の統括保健師等や管理的立場にある職員について、職位、専門性、所属部署等を踏まえた役割分

担をしつつも、特定の職員に過度な負荷がかからないように重層的に役割を担い、補完し合ったり、交

代したりできる体制にする

○保健所の統括保健師等や管理的立場にある職員への過度な負荷を避けるために、当該職員の補佐役や補

佐体制も検討する。補佐役としては、保健所内だけではなく庁内の管理的立場の職員も視野に入れる

○保健所長のサポート体制については、統括保健師等を中心に、平時から検討しておき、保健所内におけ

る共通認識を図ることはもちろんのこと、本庁の保健所所管部署・感染症対策所管部署･危機管理所管部

署等とも共通認識を図っておくことが望ましい

【保健所長をサポートするための業務例】

○保健所体制の構築：全所体制の構築・調整、流行フェーズによる所内体制変更の判断・調整、各部署の役

割分担・調整、各部署への指示・調整、職員・会計年度職員・派遣職員等の配置や業務内容の調整等

○感染症対応業務に関わる判断・指揮：発症日及び療養解除日・療養場所の判断、濃厚接触者の特定、入院

の要否判断・調整、自宅療養者の受診調整、流行初期の入院調整・宿泊療養調整、クラスター対応、検査

関連等

○受援（人的資源の投入）マネジメント：受援、つまり人的資源の投入のための、人員の確保とリスト化、

依頼業務の決定、投入人材への研修・訓練とそのための教材、業務マニュアル・フローや （

）の準備、オリエンテーション（保健所体制、個人情報の取扱い、心構え、等）とその

ための資料の準備、受入れ人員に応じた執務の場所や物品の確保などのマネジメント

○会議の招集・記録

○対策本部（本庁）との連絡調整：情報集約・情報共有、庁内応援体制、予算、人材派遣等の連絡調整等

○市町村や関係機関との連絡調整・相談対応：医師会・医療機関との調整、高齢者・障害者等施設への感染

対策に関わる支援・医療対応の調整、管内市町村との情報共有・調整、関係機関からの相談への対応、消

防本部との情報共有・調整等

○現場職員の労務管理・健康管理、安全管理：感染予防対策（抗体検査、予防接種、感染防護具の備蓄と着

脱訓練等）、日々の健康チェックと有症状時の対応、ストレス対策等

○予算・物品管理：受援等に伴う執務室や休憩室の確保・準備・管理、依頼業務に必要な資機材の調達・準

備・管理、感染症対策物資や支援物資の調達・準備・管理、職員の食料等の調達・準備等

○その他： メディア対応、議会対応、苦情対応等
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２）職員別新興感染症等感染症による健康危機発

生時に担うことが期待される、または依頼され

る可能性のある役割・業務

結果に基づき検討した、感染症担当技術系職員、

感染症担当事務系職員、感染症担当でない技術系

職員・庁内技術系職員、感染症担当でない事務系

職員・庁内事務系職員に分けて、新興感染症等感

染症による健康危機発生時に担うことが期待さ

れる、または依頼される可能性のある役割・業務

を表 に示す。これらには新興感染症等感染症に

よる健康危機発生に備えて平時に必要となるこ

とも含めた。

拡大・長期化するおそれのある新興感染症等感

染症による健康危機に対しては、複数体制で各業

務の指揮、進行管理やフェーズに応じた業務体制

づくりを担えるようにしつつ、職員誰もが多くの

業務を担えるようにし、“その職員しかできない”

業務を減らすことが必要である。

表  職員別新興感染症等感染症による健康危機発生時に担うことが期待される、

または依頼される可能性のある役割・業務

【感染症担当技術系職員】

○受援、広報活動、情報集約と共有、入院調整、宿泊療養調整、自宅療養者の受診調整、入院調整・宿泊療

養調整・自宅療養者の受診調整以外の管内医療機関や医師会との調整、高齢者施設や障害者施設との調

整、市町村との調整、予算・物品管理、労務管理、職員の健康管理、住民等からの意見・苦情への対応の

全ての業務について主担当を期待される可能性がある。

○平時と同様の役割・体制のままでは感染症担当技術系職員に業務が集中し負荷が過度になる。当初は疫

学調査、健康観察、健康相談・対応、データ入力・管理、クラスター対応、検査関連等、様々な感染症対

応業務が求められるが、各業務の内容やフローを明確にして、他の職員や投入された人材も担えるよう

にする。

○国、当該自治体、保健所の方針を踏まえたフェーズに応じた感染症業務の体制づくりが求められる。平

時から基本的な感染症対応業務について、業務手順書などを整備しておく。

○陽性者の入院や受診に関わる医療機関との調整は重要な役割となる。一方で、本庁（対策本部）への入

院調整機能の集約や、医療機関との役割分担により、保健所自体の負荷を軽減する必要もある。平時か

ら本庁や医療機関との役割分担や連携体制を検討しておく。また、複雑またはイレギュラーな対応が求

められないルーチンな入院調整等は、他の職員に依頼する。

○クラスター対策・対応や入所者の療養支援の点から高齢者施設や障害者施設との調整も重要な役割とな

る。平時から高齢者や障害者等の福祉施設の感染対策強化のための支援を行う。

○宿泊療養調整については、主に調整業務のマネジメントを行う。対象の基準や調整フローが明確になっ

た後は、その実務は他の職員に依頼する。また、自治体として集約化することを検討し、保健所の負荷

を軽減する。

【感染症担当事務系職員】

○入院、宿泊・自宅療養、就業制限、入院医療費公費負担等に関わる事務処理やデータ入力・管理を担う。

また、受援、広報活動、本庁等からの情報集約と共有、宿泊療養調整、予算・物品管理、労務管理等の業

務について主担当を期待される可能性がある。

○平時と同様の役割・体制のままでは感染症担当事務系職員にも業務が集中し負荷が過度になる。各業務

の内容やフローを明確にして、他の職員や投入された人材も担えるようにする。

○ホームページやチラシの作成等の広報活動は重要な役割となる。感染症担当技術系職員と協働し、管内

の発生動向、陽性者の状況や陽性者を含めた住民からの相談・質問・意見等に基づき、広報活動の方針

を立て、管内の発生状況や保健所の対応･対策、感染予防策などについてタイムリーに発信したり、ある

いは本庁の広報部署と連携たりし、当該自治体のホームページ等の充実のために働きかけていく。

○平時からコミュニケーションチャンネル（情報や意見等のやり取りをするための経路）を把握して、市

町村との役割分担等、リスクコミュニケーションのための計画を立てておく。
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表  職員別新興感染症等感染症による健康危機発生時に担うことが期待される、

または依頼される可能性のある役割・業務（つづき）

【感染症担当でない技術系職員・庁内技術系職員】

○全所体制・ 等に基づいて、感染症担当技術系職員の補佐・サポートをする。

○平時から、感染症危機管理において、感染症担当部署以外の部署がどのように通常業務と感染症対応業

務を担っていくのか、感染者の発生動向やフェーズ等に応じた体制や、全所体制について検討し、保健

所内で共通認識を図っておく。

【感染症担当でない事務系職員・庁内事務系職員】

○全所体制・ 等に基づいて、感染症担当事務系職員の補佐・サポートをする。

○入院調整や宿泊療養調整について、ルーチンな調整や対象の基準及び調整フローが明確になった後は依

頼される可能性がある。

３）保健所における管理的立場にある職員が新興

 感染症等感染症による健康危機発生時に担う

ことが期待される、または依頼される可能性の

ある役割・業務

結果に基づき検討した、保健所における管理的

立場にある職員が新興感染症等感染症による健

康危機発生時に担うことが期待される、または依

頼される可能性のある役割・業務を表 に示す。

これには新興感染症等による健康危機発生に備

えて平時に必要となることも含めた。
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表  保健所における管理的立場にある職員が新興感染症等感染症による健康危機発生時に

担うことが期待される、または依頼される可能性のある役割・業務

○管理的立場にある職員は多くはなく、特に感染症担当部署の管理的立場にある職員は、感染症対応に関

わる様々な業務に責任をもつ立場にあることから負荷が過度にならないようにする必要がある。そのた

めには、管理的立場にある職員がその役割について共通認識を持ち、役割分担をしたり、重層的に役割

を持ち、補完し合ったり、交代したりできる体制や、管理的立場にある職員の役割を補佐・サポートす

る役割を担う職員を決めたり、保健所外から投入すること等を検討する。

○感染症対応・対策に関わる専門的なことについては、保健所長や管理的立場にある感染症担当技術系職

員が、事務的なことについては管理的立場にある感染症担当事務系職員が担う等の役割分担が考えられ

る。

○受援、市町村との調整、予算・物品管理、労務管理、健康管理、住民等からの意見・苦情への対応は重要

な役割となる。

○受援のために、施設・場所や物品・設備の整備を含めて、投入人材のマネジメント役割を担う。具体的に

は、投入人材の雇用形態の検討、人材投入後の派遣元又は本庁との調整窓口、受入れ体制の整備、投入

人材が業務を行う班等のリーダーの後方支援、人材投入計画の変更に関する意思決定と調整等がある。

感染症担当以外の管理的立場にある職員で、人材投入の目的・期間・内容、投入人員の算出、オリエンテ

ーションを含めた依頼業務に関するマネジメントは技術系職員が、雇用形態や本庁との調整等を含む予

算、場所、物品等に関するマネジメントは事務系職員等と役割分担して担当することが考えられる。

○ルーチン化した業務に関すること以外の市町村との調整を行う。保健所が市町村との調整を要すること

には、感染症対応業務への応援派遣要請、自宅療養者への健康・生活支援に関わる連携や協力要請、当

該市町村に所在する学校・企業・福祉施設等の感染者対応や感染対策に関わる連携や協力要請、当該市

町村住民への感染対策に関わる啓発活動等に関わる連携や協力要請、災害発生等に備えた陽性者情報の

共有方法の検討等が想定される。平時から、感染症対応に関わる市町村から保健所への協力体制や、自

宅療養者への健康・生活支援に関わる役割分担等について検討しておく。

○住民等からの意見・苦情への対応のために体制や方針を検討する。また、対応する職員のフォローをす

る。本庁への情報提供等により住民等からの意見が自治体としての感染症対策・対応に反映されるよう

にしたり、市町村等の協力を得て自治体や保健所の感染症対策・対応について住民の理解を促進したり

する。

○労務管理と保健所機能の維持の両立を図っていく。そのために、超過勤務・休日夜間勤務・代休・年休取

得の管理（特定の職員への偏りを防ぐ、シフト制、フレックス勤務）をするとともに、本庁、医療機関等

の関係機関や市町村との役割分担、センター化等の業務の集約化、委託化等の保健所業務の整理、 化

等による業務効率化、そして受援等による保健所体制づくりを併せて行っていく。

○職員の健康管理については、保健所長の医師業務及び管理業務として、管理監督者としての役割がある

が、ともに仕事をしていることから部下の健康状態を把握しやすく、配慮もしやすいため留意していく。

職場健診の受診の確認やその勧奨、そして、必要時には医師面談につなげる。所内会議の議事に、職員

の健康管理に関することを含めること、ローテーションを対応開始直後から決め職員の休養時間を確保

すること、産業保健に係る外部支援の受け入れを検討すること等も重要である。平時から感染症危機管

理に関わる保健所体制として、外部資源の活用等も含めた職員の健康管理に関する体制を検討しておく。
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４）新興感染症等感染症による健康危機発生時の

 保健所における投入人材による感染症対応業

 務

結果に基づき検討した、新興感染症等感染症に

よる健康危機発生時に保健所へ投入される人材

について、保健師、それ以外の技術系職員、事務

系職員に分けて、担うことが期待される感染症対

応業務や役割を表 に示す。

５）保健所における健康危機管理体制確保のため

の総合的なマネジメントを担う保健師等が中

心となって平時から行う関係機関等との連携

体制づくり

関係機関等との連携については、関係機関と市

町村に分けて平時からの連携体制づくりについ

て整理した。結果に基づき検討した、保健所にお

ける健康危機管理体制確保のための総合的なマ

ネジメントを担う保健師等が中心となって平時

から行う関係機関等との連携体制づくりについ

て、表 に示す。

表  新興感染症等感染症による健康危機発生時の保健所における投入人材による感染症対応業務

【保健師】

○保健所内、保健所外（庁内）、市町村などの所属に関わらず、特に期待されるのは疫学調査、健康観察や

電話相談・対応等の対人業務である。よって、アセスメント力及び陽性者の家庭生活や社会生活を踏ま

えた療養生活支援や二次感染予防のための支援等の対人支援能力が求められる。また、感染症法に基づ

く感染症分類に応じた感染者等への対応及び保健所の役割や保健所の対応の概要等を知っておくことが

必要である。

○その他、データ入力・管理、事務処理等も期待される。 対応では、クラスタ－対応／対策、

受診／入院調整、施設対応／調査、安否確認等を依頼した例もあった。

○保健所設置市については、新興感染症等による健康危機発生の際の近隣市町村や当該都道府県内市町村

との職員の応援派遣に関わる取り決めを検討しておく。

【保健師以外の技術系職員】

○特に期待されるのは疫学調査、健康観察や電話相談・対応である。

○衛生監視員には、食品や水・空気に由来する感染症への対応における食中毒の調査や環境調査の知識・

経験を活かし、疫学調査等の役割が期待される。また、衛生管理が必要な施設等に対する感染症対策の

ための支援や指導、クラスター発生施設に対する調査や支援・指導についての役割も期待される。

○管理栄養士や看護師等は対人支援の担い手として、保健師と同様に疫学調査、健康観察や電話相談・対

応等の役割が期待される。

○その他、データ入力・管理、事務処理等も期待される。 対応では、患者の移送／搬送、検体

採取／回収、クラスター対応／対策、施設の感染対策支援を依頼した例もあった。

○各職種の専門性は異なることから、オリエンテーション、業務手順書の整備、研修または 等の受入

れ体制を整えることは不可欠である。また、平時から、感染症担当部署以外の部署や当該部署の技術系

職員がどのような役割を担う必要があるのか、保健所内で共通認識を図っておく。

【事務系職員】

○特に期待されるのはデータ入力・管理、事務処理である。

○疫学調査や電話相談・対応について、保健師やそれ以外の技術系職員を投入しても対応しきれない場合

や、それらの技術系職員を確保できない場合には、依頼を検討する。この場合、特に感染症の感染力や

重篤性等がよく判明していない段階では、業務のイメージが持てないことと相まって、自身の感染や業

務に対する不安が大きい場合もあるため、当該感染症やその感染予防対策に関する知識も提供し、安心

して業務に従事できるようにする。

○ 対応では、、患者の移送／搬送、検体採取／回収・搬送／調整、公表（事務）、パルスオキ

メーター／配食等自宅療養支援、施設対応、運転業務を依頼した例もあった。
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表  保健所における健康危機管理体制確保のための総合的なマネジメントを担う保健師等が

中心となって平時から行う関係機関等との連携体制づくり

【平時からの関係機関との連携体制づくり】

○平時から医療機関や社会福祉施設等の関係機関との顔の見える関係構築や連携体制の構築・強化を図る。

そのために保健所管内の場や機会をつくったり、感染管理対策が脆弱な社会福祉施設等を対象とした取

組の機会を活かしたりする。

○地域における感染症対策ネットワークづくりも重要であり、関係機関をつなぐ役割を果たす。医療職配

置のない社会福祉施設も多い中で、社会福祉施設の感染症対応力を高め、感染拡大・クラスター発生を

防ぐために、保健所管内の医療機関や感染管理認定看護師とともに、それらの施設への支援体制を構築

する。

○平時から民間企業や大学等、地域内の様々な資源とつながりをつくり、新興感染症等による健康危機発

生時に協力が得られるようにする。

【平時からの市町村との連携体制づくり】

○新興感染症等による健康危機発生時に、保健所が市町村と連携したり、市町村へ協力を要請したりする

可能性があることには、自宅療養者への健康・生活支援、当該市町村に所在する学校・企業・福祉施設等

の感染者対応や感染対策、住民への感染対策に関わる啓発活動、災害発生等に備えた陽性者情報の共有

方法の検討等がある。

○改正「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」においては、“都道府県、政令市及び特別区は、地域

の実情に合わせて、保健所設置市等以外の市町村とも連携し、健康危機の発生の際の保健所設置市等以

外の市町村の職員による応援派遣について取り決めることが望ましいこと。感染症対応に係る取り決め

を行うに当たっては、感染症法に基づく都道府県連携協議会を活用することが望ましい”とされている。

新興感染症等による健康危機対応に関わる市町村から保健所への協力体制や役割分担等については、平

時から市町村と検討しておく。

表  新興感染症等の健康危機管理において保健所内の事務系職員に期待される、あるいは

庁内の事務系職員にも期待される可能性がある情報管理の体制づくり

○平時と同様の役割・体制のままでは事務系職員等の担当者に業務が集中し負荷が過度になる。各情報管

理の内容やフローを明確にして、庁内職員等の他の職員も担えるようにする。

○本庁対策本部への日々、定時の陽性者概要報告等は担当する管理職等の負担になることから、本庁との

感染者データの共有システム等を検討しておく。本庁対策本部が情報を集約し、分析、保健所へフィー

ドバックするといった体制も検討する。

○平時から情報管理の 化を進め、効率化を図っておく。

６）事務系職員に期待される情報管理の体制づく

 り

結果に基づき検討した、新興感染症等の健康危

機管理において、保健所内の事務系職員に期待さ

れる、あるいは庁内の事務系職員にも期待される

可能性がある情報管理の体制づくりについて、表

に示す。これには新興感染症等による健康危機

発生に備えて平時に必要となることも含めた。

７）リスクコミュニケーションに関わる保健所職

 員の平時における役割

結果に基づき検討した、リスクコミュニケーシ

ョンに関わる保健所職員の平時における役割を

表 に示す。
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表  リスクコミュニケーションに関わる保健所職員の平時における役割

○平時から、新興感染症等感染症の健康危機発生時に情報入手が困難になりやすい対象とのコミュニケー

 ションチャンネルを把握したり、つくったりしておく。

○保健所と市町村、本庁や各部署、関係機関・地区組織等でも、持っているあるいは把握しているコミュ

ニケーションチャンネルは異なる。よって、平時からそれらを踏まえた役割分担等、リスクコミュニケ

ーション実施のための計画を検討しておく。

○ホームページや 等の一方向チャンネルの活用も重要であり、これらについては広報部署との連携体

制の検討も必要である。

Ｅ．結論

本研究は、本研究班が令和 年度に実施した「非

常時における保健所長の役割やリーダーシップ

及びサポート体制に関する調査 」（対象は全国の

保健所長）及び「新型コロナウイルス感染症への

対応経験から見直した保健所体制等に関する調

査」（対象は全国の保健所において管理的立場に

あり、当該保健所の 対応の全体像を把

握している保健師）の結果に基づき、保健所にお

ける新興感染症等の感染症による健康危機への

対応体制及び感染症対応職員の役割を整理する

ことであった。

具体的には、以下のことを整理した。

１．新興感染症等感染症による健康危機発生時に

 必要となる役割機能

２．新興感染症等感染症による健康危機発生時の

 感染症対応職員の役割

・新興感染症等感染症による健康危機発生時に

 保健所の総合的なマネジメントを担う統括保

 健師等や管理的立場にある職員が担う保健所

 体制マネジメント・指揮に関わる保健所長のサ

 ポート役割

・職員別新興感染症等感染症による健康危機発生

時に担うことが期待される、または依頼される

可能性のある役割・業務

・保健所における管理的立場にある職員が新興

 感染症等感染症による健康危機発生時に担う

 ことが期待される、または依頼される可能性の

 ある役割・業務

・新興感染症等感染症による健康危機発生時の

 保健所における投入人材による感染症対応業

 務

・保健所における健康危機管理体制確保のための

総合的なマネジメントを担う保健師等が中心

となって平時から行う関係機関等との連携体

制づくり

・事務系職員に期待される情報管理の体制づく

 り

・リスクコミュニケーションに関わる保健所職

 員の平時における役割

．健康危険情報

 なし

．研究発表

1) 尾島俊之，島田裕子，藤田利枝，春山早苗．新

型コロナ流行時の保健所長の首尾一貫感覚

（ ）等と心理的苦痛．第 回日本産業衛

生学会全国協議会， ．

2) 島田裕子，春山早苗，江角伸吾，福田昭子，尾

島俊之，藤田利枝，雨宮有子，鈴木秀洋，井口

理．保健所における 対応体制整備

－保健所長のサポート体制．第 回日本公

衆衛生看護学会学術集会抄録集， ， ．

3) 尾島俊之，島田裕子，春山早苗，藤田利枝，江

角伸吾，雨宮有子，井口理，鈴木秀洋．保健所

における 対応体制整備 －保健所

長に有用であったサポート．第 回日本公衆

衛生看護学会学術集会抄録集， ， ．

4) 

．

．

， ．

．知的財産権の出願・登録状況

．特許取得

 なし
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．実用新案登録

 なし

．その他

 なし
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